
※今年度、国の枠組みで実施した定額減税の給付金は掲載していません。

令和６年度第７回補正予算（１月補正予算）に計上した事業

国県支出金 その他 一般財源

1 8,586 8,000 586

2 7,500 4,000 3,500

3 0 3,000 -3,000

4 204,802 204,802

5 51,640 51,640

272,528 271,442 -3,000 4,086

※上記のNo.は、次ページ以降のNo.に対応しています。

（国）価格高騰低所得世帯支援給付金 社会福祉課

（県）長野県生活困窮世帯支援金 社会福祉課

コロナ・物価高騰対策　第45弾　合計

低所得のひとり親世帯臨時給付金
子育て
支援課

自動車運送事業者等応援金 商工振興課

【財源組替】　９月補正事業
集会施設LED化支援事業
（財源を基金から重点交付金に組み替え）

生活環境課

　　　◎伊那市 コロナ・物価高騰対策予算　第４５弾（令和６年度第４弾）
　　　（コロナ・物価高騰対策事業を通算でまとめています）

燃油高騰の影響が大きい自動車運送事業者等への支援を行うとともに、低
所得の世帯及びひとり親世帯への給付金事業を実施して物価高騰の影響を
和らげます。

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下「重点支援地方交付金」または「重点交付
金」）を活用し、バス・タクシー・トラックなどの自動車運送事業者等や物価高騰の影響を受ける
ひとり親世帯を支援します。また、国・県の補正予算を受け、低所得世帯への給付金事業を実
施します。
　なお、検討していた物価高騰対策の内容が県事業と一部重複したため、重点支援地方交付
金の内、推奨事業メニュー分の活用は15,000千円にとどめ、残額は令和7年度に活用できるよ
う繰り越し、長期的な支援となるよう取り組んでまいります。
　
　◎参考
　　　令和６年度国補正による重点支援地方交付金の
　　　推奨事業メニュー分　伊那市交付限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    210,866千円　①
　　　　　　本補正における充当額　    　15,000千円　②
　　　　　　令和7年度に繰り越す額　   195,866千円　①－②

　予算規模：　２７２，５２８　千円

（単位：千円）

№ 事業名 事業費

財源

主管課

1



№ 1

（事業概要）

8,586 千円 重点交付金 主管 子育て支援課

№ 2

（事業概要）

7,500 千円 重点交付金 主管 商工振興課

№ 3

（事業概要）

0 千円 重点交付金 主管 生活環境課主な財源

【財源組替】　集会施設LED化支援事業

　令和６年９月補正に計上した集会施設の照明LED化を支援する事業について、令和５年度と
同様に財源の一部に重点支援地方交付金を活用します。
　【９月補正の内容】
　　　支援対象　　集会施設の照明器具LED化
　　　対象費用　　市内事業所から購入した照明器具の購入費用及び工事費
　　　補助概要　　対象費用の２/３以内　上限20万円
　　　予 算 額     10,000千円

歳出予算額

自動車運送事業者等応援金

　　燃料費高騰の影響を受ける自動車運送事業者等を支援します。
○支援対象　　伊那市内に本社又は本店がある貨物運送事業者、または伊那市内に
　　　　　　　　　 営業所があるバス・タクシー・自動車運転代行業事業者
○支援内容　　バス事業者　　　　 使用台数により20万円～100万円
       　　　　　　タクシー事業者　　 使用台数により５万円～30万円
  　　       　　　運転代行業者　 　　１万円／台　　上限   30万円
　　　　　　       一般貨物自動車　　３万円／台　　上限   30万円
　　　　　　       貨物軽自動車　　　 １万円／台　　上限   30万円

歳出予算額 主な財源

低所得のひとり親世帯臨時給付金

　低所得のひとり親世帯に対し、臨時給付金を給付します。（長野県が実施する町村分のひとり
親世帯支援と同内容です）

○給付対象　　児童扶養手当受給者　など
○給付概要　　児童１人当たり１万円

歳出予算額 主な財源
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№ 4

（事業概要）

204,802 千円 重点交付金 主管 社会福祉課

№ 5

（事業概要）

51,640 千円 県支出金 主管 社会福祉課

歳出予算額 主な財源

（県）長野県生活困窮世帯支援金

　県が実施する低所得世帯への支援金給付に必要な予算を計上し、該当世帯への支給準備を
進めます。

○支援内容１　令和６年度住民税所得割非課税世帯に　２万円
○支援概要２　本事業に該当する世帯の１８歳以下の子ども１人当たり　２万円

歳出予算額 主な財源

（国）価格高騰低所得世帯支援給付金

　国の交付金を活用した低所得者世帯支援への給付金に必要な予算を計上し、該当世帯への
支給準備を進めます。

○支援内容１　　令和６年度住民税非課税世帯に　３万円
○支援内容２　　本事業に該当する世帯の１８歳以下の子ども１人当たり　２万円
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令和６年度第６回補正予算（12月補正予算）に計上した事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　（コロナ・物価高騰対策第44弾、R６第３弾）

国県支出金 その他 一般財源

1 3,900 3,900学校給食食材費補助事業（追加分） 学校教育課

（単位：千円）

№ 事業名 事業費

財源

主管課

№ 1

（事業概要）

3,900 千円 コロナ基金 主管 学校教育課

学校給食を維持するための補助を増額します

　物価高騰の中、学校給食の質と量を維持するため、学校給食会計に対して、食材、原材
料の値上がり分を補助しておりますが、更なる物価高騰の現状を踏まえ、増額します。

　補助概要　　小中学校の学校給食会計に対する補助
　
　当初予算計上額　　26,000千円　（財源：物価高騰重点支援交付金）
　12月補正予算案　　+3,900千円　（財源：新型コロナウイルス対策応援基金）
　　　　　　　計　　　　　29,900千円

歳出予算額 主な財源
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